










































                                                     
1 臼井智美・織田泰幸・加藤崇英・〇川口有美子・〇木岡一明・〇雲尾周・小出禎子・末松裕基・田中真秀・照
屋翔大・野村ゆかり「学校への多職種配置を可能とする教育委員会による支援の課題」日本教育行政学会第 51回
大会（大阪大学）2016年 10月 8日、自由研究発表資料。 
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 全国の公立高校約 3,600校のうち、市町村内に 1校しか存在していない高校は 303校で、その
うち 200の市町村は人口が 3万人未満、1万人未満の市町村は 87というデータがある2。本稿で














表 2-1 X 県 2町の概要 
X 県 A 町（A郡） B 町（B郡） 
町人口 約 3,200 人 約 7,200 人 
町主要産業 農業・林業 林業・農業・木工業・酒造業・観光 
所在する県立高校の学科種 総合学科 専門学科（農業系） 
募集定員と競争率（2017.3入試） 76 名、0.51 倍 80 名、0.55 倍 
高校の歴史 統合後 18年目 77 年目 
高校魅力事業町役場所管部署 企画政策課 企画課 





の再編整備は全国的に急速に進展したが、平成 29年に入ってからも 4分の 1近い都道府県で新た
に再編整備にかかわる計画が策定されたり、審議会答申が取りまとめられており、少子化が続く
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本調査」から、公立高校全日制課程において 1学年 2学級以下の高校は全体の 1割を占め、その
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ては、表 4-1にまとめた。なお、2017年 5月よりコーディネーターを 1名増員している。 
 
表 4-1 A 町のコーディネーター概要 
 C 氏 
2014.9～（女性・50 代）X 県出身 
D 氏 
2017.5～（男性・30 代）X 県外出身 
雇用形態・肩書き 町非常勤職員（企画政策課）・A 高校魅力向上コーディネーター 
勤務時間 フルタイム 
給与等 18 万円＋賞与 
雇用財源 A 郡 3 町共同運営 A 町地域おこし協力隊 
活動経費 町予算に計上 上限 200 万円の特別交付税対象内 





















 C氏は、次のような A高校魅力化にかかわる関係者間のビジョン共有の困難性や、地域からは A
高校の現状を的確に把握されていないという問題意識を A町広報誌（2016.10月号）に表してい
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 また、2017年 11月 1日、A町役場に「JK課（地元改革課）」が立ち上げられた。これは、地方
創生に若者の視点を生かそうと、高校生（ボランティア）がまちづくりに携わる組織として編成
され、C氏の提案であったという。「課長」は A高校の 3年生女子であるが、A高校のほか近隣都
市部にある県立 2校の生徒計 16名が課員で、半数が A町に在住している。課員である高校生は、
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で古い町並みが今でも残っており、観光も主産業となっている。B 町は B 郡を構成しているが、
郡内にはほかに 2町ある。隣接する町にも県立高校（普通科）が所在し、同一鉄道路線上にある。
B高校は町で唯一の高校で、農業系の専門学科高校であり、創立 77年目を迎えた伝統ある高校で




















 B町の「地域コーディネーター」は 2015年当初から 2名配置したかったものの、公募の関係上、
2名体制が可能になったのは、翌 2016年 7月になった。表 4-2はコーディネーターについて概要
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表 4-2 B 町のコーディネーター概要 






給与等 16.6 万円。町が借上料を負担する住居に住む（家賃は下記活動経費で）。 
雇用財源 B 町地域おこし協力隊 
活動経費 上限 200 万円の特別交付税対象の範囲内 
任期 単年度。3年を上限に更新可。 




E 氏や F 氏の 2 人がこれまでに担ってきた B 高校での教育活動支援は、同校が農業系の専門学
科であるため、生徒が育てた農作物を町の商店街にある空き店舗（町が借上げ）で月に 1～2回土
曜授業で販売する活動を主導したり、県外での同様の活動の際には引率等担っている（主として























という認識を示していた。また、F 氏は前出 A 氏が受講していた島根大学の履修証明プログラム
－ 8－
学校経営学論集 第 6 号  2018 年 2 月             






































学校経営学論集 第 6 号  2018 年 2 月             
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